
（各課様式１） 

予 算 要 求 資 料 

令和４年度当初予算 支出科目 款：農林水産費 項：林業費 目：県産材流通対策費    

事業名 ぎふの木で家づくり支援事業費 

（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）  

       林政部 県産材流通課 販路拡大係 電話番号：058-272-1111（内 3015） 

                   E-mail： c11545@pref.gifu.lg.jp 

 

１ 事業費          89,955 千円（前年度予算額：79,586 千円） 

＜財源内訳＞  

区 分 事業費 

財    源    内    訳 

国 庫 

支出金 

分担金 

負担金 

使用料 

手数料 

財 産 

収 入 
寄附金 その他 県 債 

一 般 

財 源 

前年度 79,586 35,294 0 0 0 0 0 0 44,292 

要求額 89,955   37,167 0 0 0 0 0 0 52,788 

決定額          

 

２ 要求内容 

（１）要求の趣旨（現状と課題） 

・新型コロナウイルス感染症の影響による経済の減速により、新設住宅着工

戸数（全国）は、令和２年度は前年度比 8.1％減となり、大きく減少した。

令和 3 年度は、回復しているもののコロナ前の令和元年度までは至ってい

ない。  
・柱だけでなく、梁・桁などの県産材利用率の少なかった住宅の構造部材へ

の県産材利用を拡大するため、平成 19 年度から「ぎふの木で家づくり支援

事業」を実施し、令和２年度までに 2,654 棟の申請、県内工務店 315 社が

事業に参加するなど、県産材住宅建設事業者は着実に増加している。  
・住宅着工数が減少傾向である県産材需要を拡大するために、住宅着工数が

岐阜県の 5 倍以上の愛知県など県外における県産材の利用拡大を進めてき

た。  
・これまで構造材では、確かな性能をもつ「ぎふ性能表示材」の利用を進め、

県産内装材の信頼性を高めるため、平成 28 年から内装仕上げ材においても

使用を推奨してきた。  
・ウッドショックにより構造材等を輸入材から国産材への転換する動きの中

で、ぎふ性能表示材に併せてＪＡＳ製品の需要が高まっている。県産材も



こうした需要の高まりに対応するため、ＪＡＳ製品を含めた性能表示材の

利用を拡大する必要がある。 

 

（２）事業内容 

岐阜県内の工務店等が建築した木造住宅で、県産材を構造材、内装材に一

定量以上使用する場合、また住宅改修のため内装材に県産材を一定面積以上

使用する場合、住宅建設者（施主）に助成を行う。 

 

①新築タイプ：84,000 千円 

○構造：72,000 千円 

 （県内）300 棟（300 棟×@200 千円＝60,000 千円） 

     うち移住定住枠 10 棟 

（県外） 60 棟（ 60 棟×@200 千円＝12,000 千円） 

（※）県産材購入にかかる割増経費として、下記のいずれかの要件を満たす

木造住宅１棟あたり 200 千円助成（県内・県外） 

①「ぎふ性能表示材」又は「ぎふ証明材かつＪＡＳ製品」を構造用木材

に 80％以上、かつ横架材に 6 ㎥以上使用 

②「ぎふ性能表示材」又は「ぎふ証明材かつＪＡＳ製品」を構造用木材

に 80％以上、かつ横架材に 4 ㎥以上使用かつ、ぎふ証明材またはぎふ性

能表示材又は「ぎふ証明材かつＪＡＳ製品」を内装材に 20 ㎡以上使用 

（※）県外は、施工者等による県産材住宅のＰＲ(見学会等)の実施が要件 

 
○内装：12,000 千円（115 棟×@100 千円＋25 棟×@20 千円＝12,000 千円） 

（県内）115 棟（うち移住定住枠 3 棟） 

（※）内装補助のうち、ぎふ性能表示材加算の申請実績が 22.6％である

ため 

（※）構造材の助成を受ける住宅において、内装材にぎふ証明材を 50

㎡以上使用する場合、100 千円助成 

（※）内装材に「ぎふ性能表示材」又は「ぎふ証明材かつＪＡＳ製品」

を 50 ㎡以上使用する場合、20 千円加算 

 
②改修タイプ：4,800 千円 

○内装：4,800 千円 

（県内）30 棟（30 棟×@160 千円＝ 4,800 千円） 

うち移住定住枠 5 棟 

（※）内装材に 20 ㎡以上の県産材（ぎふ証明材）を使用する場合、県産

材購入にかかる割増経費として 2 千円／㎡助成（上限 100 千円） 



（※）バリアフリー床改修加算（上限 40 千円） 

改修タイプの内装補助を受ける住宅において、段差解消のためぎ 

ふ証明材を使用し、床改修を実施する場合、2 千円／㎡加算 

（※）ぎふ性能表示材使用加算（上限 20 千円） 

内装材にぎふ性能表示材又は「ぎふ証明材かつＪＡＳ製品」を 20

㎡以上使用する場合、400 円/㎡加算 

 

○ぎふの木で家づくり推進事業費：1,155 千円 

支援事業に関する検査業務、県民等へのＰＲ活動（募集チラシの作成、

住宅フェア、移住定住相談窓口でのＰＲなど）を実施するほか、事業に協

力した事業者の認定・奨励を実施。 

 

（３）県負担・補助率の考え方 

   ・県 5.5/10 （社会資本整備総合交付金 4.5/10） 

 

（４）類似事業の有無 

   無 

 

３ 事業費の積算内訳 

事業内容 金額 事業内容の詳細 

旅費 165 現地確認等業務旅費 

需用費 626 認定証等の消耗品費、チラシ印刷製本費 

役務費 364 電話代・郵便代等通信運搬費、筆耕料 

補助金 88,800  

合計 89,955  

 

 決定額の考え方  

 

 

 

４ 参考事項 

（１）各種計画での位置づけ 

   県産材住宅の建設促進は岐阜県森林づくり基本計画（R4～R8）に位置付け

られている。 

（２）後年度の財政負担 

  ・令和 4 年度以降も継続的に実施 

（３）事業主体及びその妥当性 

  ・県：県が直接関与することで信頼性が高まる。 



事 業 評 価 調 書（県単独補助金除く） 

□  新 規 要 求 事 業  

■  継 続 要 求 事 業 

 

１ 事業の目標と成果 

（事業目標） 

・何をいつまでにどのような状態にしたいのか 

 「ぎふ性能表示材やＪＡＳ製品」を活用し、高品質な県産材住宅の建設や

増改築に取り組む建築士、工務店等を増やすとともに、その連携を強化する。

また、「ぎふ性能表示材やＪＡＳ製品」を活用した安全・安心な県産材住宅の

ＰＲを強化し、消費者の理解をより一層醸成する。 

（目標の達成度を示す指標と実績） 

指標名 
事業開始前 

(R2) 

R2 年度 

実績  

R3 年度 

目標  

R4 年度 

目標  

終期目標 

(R8)  

 

達成率 

①  品質・性能が証明

された木材製品出

荷量(m3) 

44 44 46 54 85 ％ 

 

②  県内外での県産材

住 宅 の 建 設 戸 数

(戸) 

2,011 2,011 2,100 2,200 2,300 ％ 

 

 

○指標を設定することができない場合の理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（これまでの取組内容と成果） 

令
和
２
年
度 

(取組内容) 

■構造：令和 2 年度は、新築 266 棟（県内 218 棟、移住定住 10 棟、県外

38 棟）の申請があった。 

■ 内装：令和 2 年度は、新築内装 88 棟（県内 82 棟、移住定住 6 棟）、

内装改修 24 棟（県内 22 棟、移住定住 2 棟）の申請があった。 

(成果) 

・ぎふ性能表示材を使用した県産材住宅の建築に取り組む県内工務店は

増加している 

 （事業参加工務店 315 社（うち令和 2 年度新規工務店 17 社）） 

・事業におけるぎふ性能表示材利用量は、ぎふ性能表示材製品出荷量の

４割程度を占めており、下支えとなっている。 

令
和
３
年
度 

令和５年度当初予算にて追加 

 

 

指標① 目標：＿＿ 実績：＿＿ 達成率：＿＿％ 

令
和
４
年
度 

令和６年度当初予算にて追加 

 

 

指標① 目標：＿＿ 実績：＿＿ 達成率：＿＿％ 

 

２ 事業の評価と課題 

（事業の評価） 

・事業の必要性（社会情勢等を踏まえ、前年度などに比べ判断） 
 ３：増加している ２：横ばい １：減少している ０：ほとんどない 

(評価) 

3 

県が推進する「ぎふ性能表示材」の利用増、県産材住宅増につ

ながる事業であり、必要性が高い。 

・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか） 
 ３：期待以上の成果あり 

２：期待どおりの成果あり 
 １：期待どおりの成果が得られていない 
 ０：ほとんど成果が得られていない 

（評価） 

 

昨年度の県内住宅着工戸数は昨年度から 1.0%増加し、戸建軸組

住宅に占める県産材住宅の割合は約 1.5%減少した。事業に取り組

む工務店は年々増加しているが、分譲住宅の増加等により、注文

住宅が多くを占める県産材住宅の減少に影響していると考えられ

る。 

事業におけるぎふ性能表示材利用量は、ぎふ性能表示材製品出

荷量の４割程度を占めており、下支えとなっている。 

 



・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか） 
 ２：上がっている １：横ばい ０：下がっている 

(評価) 

1 

交付決定と額の確定を統一することにより、申請者の事務負担を

減らすなど事業の効率化を実施している。 

（今後の課題） 

・事業が直面する課題や改善が必要な事項 

 県産材の利用量を拡大するために、需要が大きい都市圏など県外での岐阜

県産材の利用拡大を促進する必要がある。 

（次年度の方向性） 

・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今

後どのように取り組むのか 

30 代、40 代世帯の減少に伴う新設住宅着工数の減少が予想される中、県産

材住宅のシェアを高めるためにも引き続き本事業を実施する。 

（他事業と組み合わせて実施する場合の事業効果） 

組み合わせ予定のイベント又

は事業名及び所管課 

 

【○○課】 

組み合わせて実施する理由や

期待する効果 など 

 

 


